
－　令和３年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

１．一般会計等財務４表（概略版）

令和３年度決算にかかる一般会計等財務４表（概略版）は、下記のとおりです。

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 230,569,939 固定負債 44,172,054

有形固定資産 224,553,085 流動負債 5,597,806
事業用資産 101,816,134
インフラ資産 122,106,776
物品 630,175

無形固定資産 -
投資その他の資産 6,016,854

流動資産 11,925,550
49,769,861

【純資産の部】
固定資産等形成分 241,084,127
余剰分（不足分） △ 48,358,499

192,725,628
242,495,488 242,495,488

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（令和４年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

（単位：千円）

経常費用 33,972,521

業務費用 20,513,240

人件費 5,198,595

物件費等 14,208,862

その他の業務費用 1,105,783

移転費用 13,459,280

経常収益 1,248,169

純経常行政コスト 32,724,352

臨時損失 2,146,523

臨時利益 23,947

純行政コスト 34,846,927

行政コスト計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 193,548,042

純行政コスト（△） △ 34,846,927

財源 30,148,943

税収等 20,152,307

国県等補助金 9,996,636

本年度差額 △ 4,697,985

本年度純資産変動額 △ 822,415

本年度末純資産残高 192,725,628

純資産変動計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 金額

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 26,059,681

業務収入 28,946,045

臨時支出 2,146,523

臨時収入 1,637,220

業務活動収支 2,377,062

【投資活動収支】

投資活動支出 5,417,076

投資活動収入 3,818,729

投資活動収支 △ 1,598,346

【財務活動収支】

財務活動支出 5,338,891

財務活動収入 3,745,600

財務活動収支 △ 1,593,291

△ 814,576

2,188,032

1,373,456

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和３年４月１日　
至　令和４年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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令和３年度末の資産残高は２４２，４９５，４８８千円となり、前年度比２，５８０，２４６千円の減となり
ました。

令和３年度末の負債残高は４９，７６９，８６１千円となり、前年度比１，７５７，８３０千円の減となりま
した。

この結果、令和３年度末の純資産残高は１９２，７２５，６２８千円となり、前年度比822,414千円の
減となりました。

242,495,488

49,769,861

192,725,628

245,075,734

51,527,691

193,548,042

資産

負債

純資産

２．資産・負債・純資産の推移

R03 R02 （千円）
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（１）事業用資産
固定資産のうち、市の庁舎や学校、公民館、市営住宅など公共サービスに供される資産です。
令和３年度末の残高は１０１，８１６，１３４千円となり、前年度比１６７，６９２千円の増となりました。
主な要因は、学童の家及び小学校の改修や消防資機材倉庫の整備等によるものです。

（２）インフラ資産
固定資産のうち、道路や河川、上下水道など社会基盤となる資産です。
令和３年度末の残高は１２２，１０６，７７６千円となり、前年度比１，４２９，６４６千円の減となりまし
た。
主な要因は、復興事業の進捗等により建設仮勘定取得価格が前年度比で減になったことよるもので
す。

（３）投資その他の資産
固定資産のうち、有価証券や出資金、基金（流動資産に属するものを除く）などの資産です。
令和３年度末の残高は６，０１６，８５４千円となり、前年度比３０５，５８７千円の減となりました。
主な要因は、復興事業の進捗に伴い、東日本大震災復興基金の取り崩しを行ったことによるもので
す。

（４）流動資産
現金預金や基金（財政調整基金・減債基金）などの資産です。
令和３年度末の残高は11,925,550千円となり、前年度比1,220,954千円の減となりました。
主な要因は、災害公営住宅に係る地方債の繰上償還に伴い、減債基金の取り崩しを行ったことによ
るものです。

101,816,134

122,106,776

6,016,854

11,925,550

101,648,442

123,536,422

6,322,441

13,146,504

事業用資産

インフラ資産

投資その他の資産

流動資産

３．資産の推移（主な項目別）

R03 R02 （千円）
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令和３年度末の資産の内訳は、上記のとおりです。

「有形固定資産」（「事業用資産」、「インフラ資産」、「物品」を加えた資産）の割合が全体の92.7％を
占めています。
また、この中でも道路や河川などの社会基盤を指す「インフラ資産」が最も高い割合となっていま
す。

「投資その他の資産」の割合は全体の2.4％となっていますが、このうち基金（特定目的基金）の額は
4,620,280千円で、「投資その他の資産」の76.8％を占めています。基金の残額は、復興事業の
進捗により、東日本大震災復興基金等が減少していることから、「投資その他の資産」全体としても
減少が見込まれます。

「流動資産」の割合は全体の4.9％となっていますが、このうち基金（財政調整基金・減債基金）の額
は１０，４７４，５７８千円で、「流動資産」の87.8％を占めています。

101,816,134

42.0%

122,106,776

50.4%

630,174

0.3%

6,016,854

2.5%

11,925,550

4.9%
４．資産の内訳

事業用資産

（千円,％）

インフラ資産

流動資産

投資その他の資産

物品

2.4％
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（１）固定負債
地方債や退職手当引当金などの負債です。
令和３年度末の残高は４４，１７２，０５４千円となり、前年度比３，５６４，４９７千円の減となりました。
このうち「地方債」の額は４０，０４４，２６６千円となり、前年度比３，４２８，９０７千円の減となりまし
た。
「地方債」の減の主な要因は、災害公営住宅に係る地方債の繰上償還を行ったことによるものです。

（２）流動負債
地方債（１年以内償還予定のもの）や賞与等引当金などの負債です。
令和３年度末の残高は５，５９７，８０６千円となり、前年度比１，８０６，６６６千円の増となりました。
主な要因は、平成29年度に借入れた過疎対策事業債等の地方債元金の償還開始により、次年度に
償還すべき地方債の額が増加したことによるものです。

44,172,054

5,597,806

47,736,551

3,791,140

固定負債

流動負債

５．負債の推移（主な項目別）

R03 R02 （千円）
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※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

６．住民一人当たり貸借対照表

一般会計等財務書類における貸借対照表を市民一人当たりで表したものです。
令和３年度末現在における市民一人当たりの資産額は4,973千円、負債額は1,021千円（※）、純
資産額は3,952千円となりました。
（※）市民一人当たりの負債額について、地方債残高のうち、地方交付税として算入される見込額を
控除した場合の実質的な負債額は383千円となります。

（令和4年3月31日現在の人口：48,761人）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,728 固定負債 906

有形固定資産 4,605 地方債 821
事業用資産 2,088 長期未払金

土地 837 退職手当引当金 85
立木竹 57 損失補償等引当金
建物 2,524 その他
建物減価償却累計額 △ 1,502 流動負債 115
工作物 321 1年内償還予定地方債 109
工作物減価償却累計額 △ 156 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金 6
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他 1,021
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 7 固定資産等形成分 4,943

インフラ資産 2,504 余剰分（不足分） △ 991
土地 81
建物 17
建物減価償却累計額 △ 5
工作物 5,541
工作物減価償却累計額 △ 3,221
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定 91

物品 115
物品減価償却累計額 △ 102

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産 124
投資及び出資金 18

有価証券 9
出資金 9
その他

投資損失引当金
長期延滞債権 3
長期貸付金 8
基金 95

減債基金
その他 95

その他
徴収不能引当金

流動資産 245
現金預金 28
未収金 1
短期貸付金 1
基金 215

財政調整基金 146
減債基金 69

棚卸資産
その他
徴収不能引当金 3,952

4,973 4,973

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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行政コスト計算書における経常費用の内訳は、上記のとおりです。

職員給与費や議員報酬など≪ヒトにかかるコスト≫である「人件費」は５，１９８，５９５千円となり、経
常費用全体の15.3％を占めています。

物件費や維持補修費、資産の減価償却費など≪モノにかかるコスト≫である「物件費等」は１４，２０
８，８６３千円となり、全体の41.8％と経常費用の中で最も大きい割合を占めています。保有する施
設数が多い団体ほど、この割合は高い傾向にあります。

地方債償還利息などの「その他の業務費用」は1,105,783千円となり、経常費用全体の3.3％を占
めています。

補助金や負担金、社会保障給付費、他会計への繰出金などの「移転費用」は１３，４５９，２８０千円と
なり、全体の39.6％と経常費用の中で２番目に大きい割合を占めています。

5,198,595

15.3%

14,208,863

41.8%

1,105,783

3.3%

13,459,280

39.6%

７．行政コスト計算書における経常費用の内訳

（千円,％）

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用
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８．純資産の変動内訳

△ 822,415

193,548,042

△ 34,846,927

192,725,628

令和３年度中の純資産の変動内訳は、上記のとおりです。

期中の「純行政コスト」（経常費用及び臨時損失から経常収益及び臨時利益を控除した金額）に対し、
市税や地方交付税などの「税収等」及び「国県等補助金」の額が４，６９７，９８５千円下回っており、差
額分は基金からの取崩しや地方債の発行等により賄われたことになります。

固定資産等の取得、除却等の変動を加えた「本年度純資産変動額」は△８２２，４１５千円となり、この
結果、本年度末の「純資産残高」は１９２，７２５，６２８千円となりました。

国県等補助金（Ⓓ）

本年度差額（Ⓓ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

本年度純資産変動額（Ⓔ）

本年度末純資産残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

前年度末純資産残高（Ⓐ）

純行政コスト（△）（Ⓑ）

税収等（©）

項　　　目 金　額（千　円）

20,152,307

9,996,636

△ 4,697,985
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９．資金収支の内訳

金　額（千　円）項　　　目

△ 1,598,346

3,818,729

5,417,076

前年度末資金残高（Ⓐ）

業務活動収支（Ⓑ）

28,206,204業務支出及び臨時支出（△）

30,583,265業務収入及び臨時収入

本年度資金収支（Ⓔ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

1,373,456本年度末資金残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

令和３年度中の資金収支の内訳は、上記のとおりです。

「業務活動収支」は＋２，３７７，０６２千円となりました。この収支余剰で投資活動収支及び財務活動
収支の不足を補ったことで、最終的な資金収支は△８１４，５７６千円となりました。

「投資活動収支」は△１，５９８，３４６千円となりました。マイナスとなった主な要因は、中央公民館跡
地避難場所整備事業等の緊急防災・減災事業や、令和元年台風19号に係る災害復旧事業（単独分）
など、市単独の建設事業が多額となったことによるものです。

「財務活動収支」は△１，５９３，２９１千円となりました。地方債の償還支出が新規発行額を上回った
ことになりますが、平成29年度に借入れた過疎対策事業債等の地方債元金の償還開始により、償
還支出が増となったことが要因となりました。

△ 814,576

△ 1,593,291

3,745,600

5,338,891

財務活動収支（Ⓓ）

投資活動収支（©）

投資活動収入

投資活動支出（△）

財務活動収入

財務活動支出（△）

2,188,032

2,377,062
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（1）歳入額対資産比率＜資産合計／歳入合計＞

（単位：年）

R03 R02 増減

6.0 5.0 1.0

（2）資産老朽化比率＜償却資産減価償却累計額／償却資産取得価格等＞

（単位：％）

R03 R02 増減

58.1 58.4 △ 0.3

（3）純資産比率＜純資産／資産＞

（単位：％）

R03 R02 増減

79.5 79.0 0.5

令和3年度の当該数値は79.5％となりました。
分子である純資産は前年度比８２２，４１４千円の減、分母である資産は前年度比2,580,246千円
の減と、分子・分母ともに減となりましたが、分母の減の比率が高かったことから、前年度比で0.5P
の増となりました。
主な要因は、分母である資産について、復興事業の進捗等により建設仮勘定取得価格が前年度比で
減になったことにより、インフラ資産が減となったこと等によるものです。

令和３年度の当該数値は6.0年となりました。
分子である資産合計は前年度比２，５８０，２４６千円の減、分母である歳入合計は前年度比
8,437,473千円の減となり、分母の減の比率が高かったことから、前年度比で1.0年の増となり
ました。
主な要因は、国県等補助金を活用した復興事業や災害復旧事業の進捗により、当該事業費の減に伴
う国県等補助金や繰入金等の減により、分母である歳入総額が減となったことによるものです。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することで、耐
用年数に対して資産の取得からどの程度経過（老朽化）しているのかを全体として把握することがで
きます。

令和3年度の当該数値は58.1％となりました。
分子である減価償却累計額は前年度比2,861,117千円の増、分母である償却資産の残高（簿価）
は前年度比7,021,751千円の増となったことから、前年度比で0.3Pの減となりました。
今回は改善傾向となりましたが、償却資産の老朽化も進んでいることから、継続して比率改善をす
るために、施設の適正配置や計画的な更新等が求められます。

資産合計に占める、純資産の比率を表します。企業会計における自己資本比率に相当するもので、
この比率が高いほど、財政状態が健全であるといえます。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとし
ての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることがで
きます。

１０．主な指標の推移
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（4）社会資本形成における将来世代の負担割合＜地方債／有形・無形固定資産＞

（単位：％）

R03 R02 増減

15.6 16.1 △ 0.5

（５）行政コスト対税収等比率＜純行政コスト／税収等＞

（単位：％）

R03 R02 増減

115.6 105.8 9.8

（６）受益者負担の割合＜経常収益／経常費用＞

（単位：％）

R03 R02 増減

3.7 4.0 △ 0.3

令和3年度の当該数値は3.7％となりました。
分子である経常収益は前年度比１３６，６２４千円の減、分母である経常費用は前年度比７８０，４４1
千円の減となり、分子の減の比率が高かったことから、前年度比で0.3Pの減となりました。
主な要因は、分子である経常収益に含まれる施設使用料等の減及び諸収入のうち過年度収入等の
減によるものです。

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のう
ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握することができます。この
比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去から蓄
積した資産が取り崩されたことを表します。

令和3年度の当該数値は115.6％となりました。
分子である純行政コストは前年度比２，０２５，０６３千円の減、分母である税収等及び国県等補助金
は前年度比４，７０７，７５７千円の減となったことから、前年度比で9.8Pの増となりました。
主な要因は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の交付に伴う国県等補助金の減に
よるものです。

行政コスト計算書の経常収益は、使用料や手数料などの行政サービスに対する受益者負担の金額を
指すことから、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割
合を算出することができます。

令和3年度の当該数値は15.6％となりました。
分子である地方債は前年度比８１６，６０5千円の減、分母である有形・無形固定資産は前年度比１，０
５３，７０３千円の減となったことから、対前年度比で0.5％の減となりました。
主な要因は、令和元年台風第19号に係る災害復旧事業債の発行が減となったことによるものです。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）
を算出することにより、社会資本等形成にかかる将来世代の負担の比重を把握することができま
す。



－　令和３年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（７）基礎的財政収支

　＜支払利息支出を除く業務活動収支＋基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支＞

（単位：千円）

（８）債務償還可能年数

　＜将来負担額－充当可能基金残高／経常一般財源等（歳入）－経常経費充当財源等＞

（単位：年）

R03 R02 増減

7.2 8.8 △ 1.6

実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が償還財源の何年分あるか
を示す指標で、経常的な業務活動の黒字分を債務の償還に充当した場合に、何年で現在の債務を償
還できるかを表す理論値です。債務償還能力は、債務償還可能年数が短いほど高く、債務償還可能
年数が長いほど低いといえます。

令和３年度の当該数値は7.2年となりました。
前年度比1.6年の減となりました。
主な要因は、分子である将来負担額を構成している地方債現在高について、災害公営住宅に係る地
方債の繰上償還を行ったことにより減少したこと、また、分母である経常一般財源等の増により、経
常的な業務活動の黒字分が増えたことで減となったものです。

支払利息支出を除く業務活動収支と基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支の合算を算出す
ることにより、地方債等の元利償還額等を除いた支出や地方債発行収入等を除いた収入のバランス
を示す指標で、このバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経
済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。

令和３年度の当該数値は＋７６，１８２千円となりました。
業務活動収支が前年度比３，８７６，９３０千円の増、投資活動収支が前年度比１，４５８，７１２千円の
増となったことから、前年度比で５，３３５，６４２千円の増となりました。
増の主な要因は、復興・復旧関連事業に伴うインフラ整備事業の減少により、公共施設等整備費支出
が減となったことによるものです。地方債の発行や基金の繰入により公共施設の整備を進めた場
合、投資的活動収支が赤字になり、基礎的財政収支も赤字になることが多いことから、復興関連事
業の進捗による公共施設等整備費支出の減少により、今後は増傾向が続くものと見込まれます。

5,335,642

増減

76,182

R03

△ 5,259,460

R02


